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（Ａ） （Ｂ）

％

571 億 5852 万 4 千円 8322 億 354 万 1 千円 8893 億 6206 万 5 千 円 8332 億 6454 万 9 千 円 106.7

4 億 2413 万 2 千円 2511 億 1447 万 6 千円 2515 億 3860 万 8 千 円 2516 億 1588 万 7 千 円 100.0

流域下水道
事業費

4 億 400 万 円 112 億 5352 万 1 千円 116 億 5752 万 1 千 円 108 億 9790 万 3 千 円 107.0

県営林経営費 2013 万 2 千円 3 億 6622 万 5 千円 3 億 8635 万 7 千 円 3 億 6945 万 8 千 円 104.6

１　平成2１年度６月補正予算総括

一 般 会 計

会 計 別

補 正 前 の 額

(A)/(B)

平　　成　　2１　　年　　度 平  成  20  年  度

６ 月 現 計 予 算 額

計補 正 予 算 額

特 別 会 計
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２　 一　般　会　計

　　（１）　　歳　 入

平　　　 成　　　 21　　　 年　　　 度

区　　　　　　分

1 県 税 － 2110 億 766 万 4 千 円 2110 億 766 万 4 千円 2625 億 7403 万 4 千円

2
地 方 消 費 税
清 算 金

－ 435 億 5000 万 円 435 億 5000 万 円 441 億 8600 万 円

3 地 方 譲 与 税 － 184 億 600 万 円 184 億 600 万 円 48 億 8900 万 円

4
地 方 特 例
交 付 金

― 25 億 円 25 億 円 28 億 2000 万 円

5 地 方 交 付 税 ― 2129 億 9500 万 円 2129 億 9500 万 円 2087 億 9100 万 円

6
交通安全対策
特 別 交 付 金

－ 9 億 4308 万 7 千 円 9 億 4308 万 7 千円 8 億 9066 万 1 千円

7
分 担 金 及 び
負 担 金

8150 万 円 36 億 6788 万 6 千 円 37 億 4938 万 6 千円 31 億 8135 万 6 千円

8
使 用 料 及 び
手 数 料

－ 184 億 7584 万 8 千 円 184 億 7584 万 8 千円 181 億 8499 万 6 千円

9 国 庫 支 出 金 375 億 5169 万 円 953 億 5302 万 7 千 円 1329 億 471 万 7 千円 964 億 4688 万 2 千円

10 財 産 収 入 5555 万 1 千 円 19 億 615 万 2 千 円 19 億 6170 万 3 千円 19 億 2251 万 6 千円

11 寄 付 金 332 万 7 千 円 4891 万 5 千 円 5224 万 2 千円 4881 万 5 千円

12 繰 入 金 46 億 2953 万 8 千 円 159 億 2626 万 5 千 円 205 億 5580 万 3 千円 163 億 7241 万 9 千円

13 繰 越 金 6125 万 3 千 円 1 千 円 6125 万 4 千円 1311 万 8 千円

14 諸 収 入 366 万 5 千 円 803 億 6069 万 6 千 円 803 億 6436 万 1 千円 776 億 75 万 2 千円

15 県 債 147 億 7200 万 円 1270 億 6300 万 円 1418 億 3500 万 円 953 億 4300 万 円

計 571 億 5852 万 4 千 円 8322 億 354 万 1 千 円 8893 億 6206 万 5 千円 8332 億 6454 万 9 千円

補 正 前 の 額 計
6 月 現 計 予 算 額

補 正 予 算 額

平　成　20　年　度
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　　（２）　　歳　出（目的別）

平　　　 成　　　 21　　　 年　　　 度

区　　　　　　分

1 議 会 費 － 14 億 5226 万 2 千 円 14 億 5226 万 2 千円 14 億 7869 万 5 千円

2 総 務 費 5 億 1414 万 3 千 円 382 億 9198 万 8 千 円 388 億 613 万 1 千円 367 億 7798 万 2 千円

3 民 生 費 204 億 8507 万 2 千 円 909 億 550 万 1 千 円 1113 億 9057 万 3 千円 890 億 929 万 6 千円

4 衛 生 費 4 億 6458 万 5 千 円 176 億 2853 万 9 千 円 180 億 9312 万 4 千円 160 億 3740 万 9 千円

5 労 働 費 82 億 9208 万 5 千 円 43 億 2845 万 5 千 円 126 億 2054 万 円 20 億 3208 万 9 千円

6 環 境 費 1 億 3033 万 2 千 円 27 億 3170 万 7 千 円 28 億 6203 万 9 千円 32 億 2210 万 8 千円

7 農林水産業費 64 億 8781 万 1 千 円 418 億 6928 万 9 千 円 483 億 5710 万 円 434 億 4655 万 6 千円

8 商 工 費 3 億 63 万 9 千 円 740 億 4302 万 9 千 円 743 億 4366 万 8 千円 696 億 5101 万 3 千円

9 土 木 費 199 億 3422 万 8 千 円 1102 億 5609 万 円 1301 億 9031 万 8 千円 1152 億 3742 万 3 千円

10 警 察 費 1 億 1354 万 5 千 円 465 億 5815 万 9 千 円 466 億 7170 万 4 千円 450 億 6423 万 円

11 教 育 費 4 億 3608 万 4 千 円 1978 億 4769 万 1 千 円 1982 億 8377 万 5 千円 2006 億 526 万 3 千円

12 災 害 復 旧 費 － 86 億 196 万 9 千 円 86 億 196 万 9 千円 98 億 5564 万 3 千円

13 公 債 費 － 1421 億 6390 万 5 千 円 1421 億 6390 万 5 千円 1420 億 8134 万 7 千円

14 諸 支 出 金 － 554 億 2495 万 7 千 円 554 億 2495 万 7 千円 586 億 6549 万 5 千円

15 予 備 費 － 1 億 円 1 億 円 1 億 円

計 571 億 5852 万 4 千 円 8322 億 354 万 1 千 円 8893 億 6206 万 5 千円 8332 億 6454 万 9 千円

補 正 予 算 額 補 正 前 の 額 計
6 月 現 計 予 算 額

平　成　20　年　度
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　　（３）　歳　出（性質別）

平　　　 成　　　 21　　　 年　　　 度

区　　　　　　分

3854 万 3 千 円 2673 億 3115 万 1 千 円 2673 億 6969 万 4 千円 2700 億 6098 万 5 千円

5767 万 6 千 円 134 億 1917 万 9 千 円 134 億 7685 万 5 千円 131 億 7599 万 8 千円

－ 1414 億 7981 万 5 千 円 1414 億 7981 万 5 千円 1413 億 3671 万 9 千円

236 億 6820 万 3 千 円 1427 億 1314 万 5 千 円 1663 億 8134 万 8 千円 1514 億 1319 万 9 千円

一般公共事業費 108 億 8048 万 7 千 円 764 億 2614 万 4 千 円 873 億 663 万 1 千円 794 億 6987 万 2 千円

災害公共事業費 － 84 億 3686 万 8 千 円 84 億 3686 万 8 千円 96 億 9097 万 円

一般単独事業費 60 億 8336 万 4 千 円 345 億 3983 万 8 千 円 406 億 2320 万 2 千円 389 億 2199 万 2 千円

災害単独事業費 － 1 億 6510 万 1 千 円 1 億 6510 万 1 千円 1 億 6467 万 3 千円

直轄事業負担金 67 億 435 万 2 千 円 231 億 4519 万 4 千 円 298 億 4954 万 6 千円 231 億 6569 万 2 千円

333 億 9410 万 2 千 円 2672 億 6025 万 1 千 円 3006 億 5435 万 3 千円 2572 億 7764 万 8 千円

計 571 億 5852 万 4 千 円 8322 億 354 万 1 千 円 8893 億 6206 万 5 千円 8332 億 6454 万 9 千円

人 件 費

そ の 他 行 政 費

投 資 的 経 費

公 債 費

扶 助 費

補 正 予 算 額 補 正 前 の 額 計
6 月 現 計 予 算 額

平　成　20　年　度
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県有施設太陽光発電導入 2972万1千円
事業費

環境政策課
  FAX　026-235-749１
  E-mail　kankyo@pref.nagano.jp

環境対応型公用車緊急整備 7078万3千円
事業費

環境政策課
  FAX　026-235-749１
  E-mail　kankyo@pref.nagano.jp

警務課
  FAX　026-232-1110
  E-mail　police-kaikei@pref.nagano.jp

―　　　　 円

債務負担行為
（　1億3993万円）

生活文化課
  FAX　026-234-6579
  E-mail　seibun@pref.nagano.jp

839万円 

交通政策課
 FAX 026-235-7396
 E-mail kotsu@pref.nagano.jp

３　主 要 事 業 一 覧

事　業　名 予　算　額 事　　業　　内　　容

《長野県新経済対策への対応》

 １　環　境
 ■再生可能エネルギーの導入

 ■省エネルギーの推進

・委託事業者による省エネ効果の保証期間
　　平成22年４月～平成34年３月（12年間）

　公用車の温室効果ガスの排出等による環境負荷
の低減を図るため、一定の基準に該当する公用車
について、燃費性能等の高い環境対応車へ切り替
えます。

・一般公用車　40台
・警察用車両　  2台

　ホクト文化ホール（県民文化会館）において、民間
企業のノウハウを活用した施設改修などを実施し、
省エネルギー化を推進します。

県有施設の省エネ改修導入
事業費（ＥＳＣＯ事業費）

　県内への太陽光発電の普及・啓発を図り、低炭素
型社会づくりを推進するため、県民に身近な県有施
設に太陽光発電を導入します。

・設置箇所　諏訪警察署

　バスの利用促進、イメージアップ及び地球温暖化
防止を図るため、乗合バス事業者のノンステップ・ハ
イブリッドバスの導入に助成します。

　（*国補正予算対応分）

人・環境にやさしい利用促進
型バス導入費補助金

新

新
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事　業　名 予　算　額 事　　業　　内　　容

「信州まるごと産業フェア」 7350万円
開催事業費

産業政策課
  FAX　026-235-7496 ・開催期日　平成21年９月26日（土）、27日（日）
  E-mail　sansei@pref.nagano.jp ・会　　　場　東京ドームシティ　プリズムホール

メイド・イン・NAGANO輸出促進 828万6千円
事業費

産業政策課 ・開催期日　平成21年11月３日（火）～７日（土）
  FAX　026-235-7496
  E-mail　sansei@pref.nagano.jp

環境にやさしい農業技術開発 2億6645万7千円
推進事業費

農業技術課
 FAX 026-235-8392
 E-mail nogi@pref.nagano.jp

林業再生総合対策事業費 1億5000万円
（集落林整備事業補助金）

信州の木振興課
  FAX　026-235-7364
  E-mail　ringyo@pref.nagano.jp

945万円

信州の木振興課
  FAX　026-235-7364
  E-mail　ringyo@pref.nagano.jp

　化学農薬に替わる病害虫防除技術の開発など、
環境にやさしい農業を推進するため、野菜花き試験
場環境部の研究の充実に必要な施設整備を行いま
す。

 ■環境の保全

・会　　　場　中国上海市
　　　　　　　　(中国国際工業博覧会への出展）

 ■環境ビジネスの創出

 ■循環型社会の形成

　環境と健康をキーワードに、首都圏在住者や企業
等に対し、本県自慢のものづくり産業、農畜産物、観
光等をまとめて紹介、販売するフェアを東京都内で
開催します。

　県内企業が製造する環境分野に特徴のある製品
を、環境に対する関心が非常に高く、発展を続ける
中国市場に直接売り込むため、上海市で開催される
展示商談会への企業出展を支援します。

森のエネルギー推進事業補助
金

　集落周辺の広葉樹林等を再生するため、支障
木の除去、植栽等に必要な経費に対し助成しま
す。

・事業主体　市町村、森林組合等
・補助率　　 定額

　（森林整備加速化・林業再生基金活用事業）

　森林資源の有効活用を通じ健全な森林を育成す
るとともに地球温暖化防止活動を促進するため、市
町村が行うペレットストーブ・ボイラー導入の助成事
業に対して助成します。

・事業主体　市町村
・補助率　　 定額

　（森林整備加速化・林業再生基金活用事業）

新

新

新
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事　業　名 予　算　額 事　　業　　内　　容

1500万円

自然保護課
  FAX　026-235-7498
  E-mail　shizenhogo
　　　　　　　@pref.nagano.jp

ふるさと雇用再生特別基金 1億8092万円
事業費

労働雇用課
  FAX　026-235-7327
  E-mail　rodokoyo
　　　　　　　@pref.nagano.jp

緊急雇用創出基金事業費 11億4039万9千円

労働雇用課
  FAX　026-235-7327
  E-mail　rodokoyo
　　　　　　　@pref.nagano.jp

総合的就業・生活支援事業費 2340万2千円
（*雇用基金事業（再掲））

労働雇用課
  FAX　026-235-7327
  E-mail　rodokoyo
　　　　　　　@pref.nagano.jp

就職活動支援事業費 3223万円
（*雇用基金事業（再掲））

教学指導課
  FAX　026-235-7495
  E-mail　kyogaku@pref.nagano.jp

　厳しい不況下において高校生の就職活動を支援
するため、就職活動支援員を県立高校に配置し、企
業の求人枠開拓や支援員の実体験に基づく就職相
談を行います。

・配置校数　　20校

　山岳環境と下流域の水環境の保全を図るため、岳
沢ヒュッテの再建に伴う、トイレのし尿処理施設等の
整備に対して助成します。

・整備箇所　北アルプス　岳沢ヒュッテ
・補助率　　 1/2以内

山岳環境保全総合整備事業
補助金

 ２　産業・雇用
 ■雇用の安定確保

　離職を余儀なくされた県民を支援するため　「緊急
求職者総合支援センター」を設置し、求職者に対す
る生活・就労相談支援と職業相談・職業紹介を一体
的に実施します。

・設置箇所　上田市・伊那市

　地域の求職者の雇用機会を創出し、地域の雇用を
再生するため、ふるさと雇用再生特別基金を活用し
た事業を追加します。

・雇用人数　86人（県分）

　離職を余儀なくされた失業者に、緊急に一時的な
雇用機会を創出するため、緊急雇用創出基金を活
用した事業を追加します。

・事業実施額
　　県　　　分　2億9039万9千円（雇用人数 579人）
　　市町村分　8億5000万円　　 （雇用人数 876人）
　　合　　　計 11億4039万9千円（雇用人数1455人）

新

新
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事　業　名 予　算　額 事　　業　　内　　容

1403万5千円

（*雇用基金事業（再掲））

人権・男女共同参画課
  FAX　026-235-7389
  E-mail　jinken-danjo
　　　　　　　@pref.nagano.jp

地域福祉課
  FAX  026-235-7485

警務課・運転免許本部
 FAX 026-232-1110
 E-mail　police-kaikei
　　　　　　@pref.nagano.jp

長野県魅力発信ブログ開設 285万7千円
事業費

企画課
  FAX　026-235-7471
  E-mail　kikaku@pref.nagano.jp

地産地消「信州を食べよう」 527万5千円
推進事業費

農業政策課
農産物マーケティング室
  FAX　026-235-7393
  E-mail　marketing
　　　　　　　@pref.nagano.jp

「家庭備蓄に県産食材利用を」 107万5千円
促進事業費

農業政策課
  FAX　026-235-7393
  E-mail　nosei@pref.nagano.jp

　災害や新型インフルエンザに備えた食料の家庭内
備蓄の必要性を広く県民に周知するとともに、県内
で生産・加工された食材の活用を推進するため、
スーパーマーケット等において普及啓発を行いま
す。

　離職した外国籍県民の再就職を支援するため、母
国語教室等と連携して日本語指導を実施するととも
に、生活保護などの福祉制度に係る相談等や運転
免許手続等の日常生活への援助を実施します。

・本庁、５地方事務所に多文化共生支援員を配置
・生活保護等の相談に対応するため、上伊那福祉
　事務所に外国語通訳を配置
・運転免許センターに外国語通訳を配置

  E-mail  chiiki-fukushi
　　　　　　　@pref.nagano.jp

外国籍県民に対する生活・
就職支援事業費

 ■県産品の消費拡大

　県産農産物等の消費拡大を推進するとともに、地
産地消の定着を図るため、農産物直売所等と連携し
「信州を食べよう」キャンペーンを実施します。

・実施期間　 平成21年７月から12月まで
・実施内容　 農産物等購入ポイント制度の実施
　　　　　　　　 地産地消の普及啓発

　長野県産品等の魅力を様々な切り口で情報発信
することにより、消費の拡大を図るため、県産品等を
紹介するブログを開設します。

新

新

新

新
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事　業　名 予　算　額 事　　業　　内　　容

信濃グランセローズとのタイ 449万6千円
アップによる広域観光推進
事業費

観光振興課
  FAX　026-235-7257
  E-mail kankoshin@pref.
　　　   　 nagano.jp

信州まつもと空港活性化等 4714万1千円 
対策事業費
（*一部雇用基金事業（再掲））

交通政策課
 FAX 026-235-7396
 E-mail kotsu@pref.nagano.jp

地域資源・農商工連携メイク 3185万3千円
アップ事業費
（*雇用基金事業（再掲））

産業政策課
  FAX　026-235-7496
  E-mail　sansei@pref.nagano.jp

中小企業販路開拓強化事業費 1537万円
（マーケティング支援センター事業

関連）

（*一部雇用基金事業（再掲））

経営支援課
  FAX　026-235-7496
  E-mail　keieishien
　　　　　　　@pref.nagano.jp

　中小企業の受注拡大と販路開拓の支援をより一層
推進するため、大阪に発注開拓推進員を新たに設
置するとともに、自社の技術を売り込むためのキャラ
バン隊による訪問商談を強化するなど、マーケティン
グ支援センター事業を充実します。

・事業主体　（財）長野県中小企業振興センター

１　信州まつもと空港利用促進協議会負担金
　　　 札幌線、福岡線の早期の復便を確実にするた
　　め、地域密着型のイベントや空港のＰＲ活動を展
　　開します。

　・　「信州まつもと空港・味わいのある日」の開催
　・　「信州まつもと空港ＰＲ大作戦」の実施

２　信州まつもと空港監視用カメラ更新事業
　　　 空港の安全対策の強化を図るため、老朽化し
    た監視用カメラを更新します。

　地域資源の活用や中小企業者と農林漁業者等の
連携による新たな事業活動を促進するため、各地域
に推進員を配置するとともに、普及啓発のためのイ
ベントを開催し、地域産業の活性化を図ります。

 ■商工業の活性化

 ■観光産業の振興

　平成26年度の北陸新幹線金沢延伸を視野に、北
陸地域との広域観光を推進する視点から、BCリーグ
の各試合で長野県観光のPRを行い、沿線５県から
の誘客促進を図ります。

・信濃グランセローズ戦（ﾋﾞｼﾞﾀｰｹﾞｰﾑ）での観光ＰＲ
・ＢＣリーグ運営会社とのスポンサー契約による観光
  ＰＲ

新
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事　業　名 予　算　額 事　　業　　内　　容

2230万円

（*一部雇用基金事業（再掲））

農業技術課
 FAX 026-235-8392
 E-mail nogi@pref.nagano.jp

農村振興課
 FAX 026-235-7483
 E-mail noson@pref.nagano.jp

農村活性化支援事業補助金 1500万円
（山村等振興対策事業交付金）

農村振興課
 FAX 026-235-7483
 E-mail noson@pref.nagano.jp

林業再生総合対策事業費 3億1495万円

・事業主体　市町村、森林組合等
・補助率　　 定額

　２　林業再生境界明確化事業補助金

・事業主体　市町村、森林組合等
信州の木振興課 ・補助率　　 定額
  FAX　026-235-7364
  E-mail　ringyo@pref.nagano.jp

　農山村の活性化を図るため、地域の特性を活かし
た多様な産業振興、都市・農村交流を推進する拠点
施設の整備を支援します。

・事業主体　農業者等の組織する団体（長野市）
・補助率　　 1/2以内
・事業内容　農産物加工、直売・食材提供施設の
　　　　　　　　整備

　（*国補正予算対応分）

　新規就農・定着を促進するため、農業大学校小諸
キャンパスの研修体制の充実を図るとともに、「農業
法人就業推進員」を県農業担い手育成基金に配置
します。

　（*一部国補正予算対応分）

　１　林業再生基盤整備事業補助金
　　　間伐材を利用し持続可能な林業経営を図るた
　　め、長期間利用できる作業路等の路網整備に対
　　し助成します。

　健全な森林を長期にわたって維持していくため、
将来の地域林業の核となる団地を設定し、作業路の
整備や間伐等に必要な境界明確化を進めるなど、
持続可能な林業経営の基盤整備を行います。

新規就農定着促進対策事業
費

 ■農林業の活性化

　　　間伐材を利用し持続可能な林業経営を図るた
　　め、間伐や路網整備に必要な森林境界の明確
　　化に必要な経費に対し助成します。

　（森林整備加速化・林業再生基金活用事業）

新

新
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事　業　名 予　算　額 事　　業　　内　　容

3億203万円

信州の木振興課
  FAX　026-235-7364
  E-mail　ringyo@pref.nagano.jp

不妊治療費助成事業費 5260万円

健康づくり支援課
  FAX　026-235-7170
  E-mail　kenko@pref.nagano.jp

自殺対策推進事業費 3086万1千円

健康づくり支援課
  FAX　026-235-7170
  E-mail　kenko@pref.nagano.jp

11億4645万円

長寿福祉課
  FAX  026-235-7394
  E-mail  choju@pref.nagano.jp

 ■福祉・介護の向上

 ３　健康・子育て
 ■医療体制の充実

　妊娠を望み、体外受精・顕微授精による治療を受
けている夫婦に対して、経済的負担の軽減を図るた
め不妊治療費の助成を充実します。

・助成内容　１回の治療につき15万円を限度とし、
　　　　　　　　１年に２回、通算５年間助成（限度額
　　　　　　　　を10万円から15万円に引上げ）

　（*国補正予算対応分）

介護職員処遇改善等臨時
特例基金事業費

木の香る環境づくり総合推進
事業補助金

　市町村の公共施設等に信州の木を利用することに
より、温もりのある教育・生活環境を創り出すため、展
示効果やシンボル性の高い木造公共施設の整備に
対して助成します。

・事業主体　５市町村
・補助率　　 定額

　（森林整備加速化・林業再生基金活用事業）

　介護職員の処遇改善への取組や、介護施設の開
設準備に対して助成します。

　１　介護職員改善交付金
　　　　介護職員の賃金引上げ等に取り組む事業者
　　　へ交付

　２　施設開設準備経費等支援特別対策事業
　　　　特別養護老人ホーム、老人保健施設等の
　　　開設準備経費に助成

　　・実施主体　社会福祉法人等
　　・補助率　　 定額

　（実施期間　H21～H23）

 ■健康づくりの推進

　自殺対策を充実するため、相談事業の拡充や独
自の取り組みを行う市町村への助成等を実施しま
す。

・事業内容
　　専門家による相談の実施
　　電話相談の拡充、人材養成研修・普及啓発
　　自殺対策に取組む市町村への助成

　（実施期間　　H21～H23）

新
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事　業　名 予　算　額 事　　業　　内　　容

3億9488万2千円

障害福祉課
  FAX  026-234-2369
  E-mail　fukushi@pref.nagano.jp

 
7億5500万円

長寿福祉課
  FAX  026-235-7394
  E-mail  choju@pref.nagano.jp

348万4千円

長寿福祉課
  FAX  026-235-7394
  E-mail  choju@pref.nagano.jp

280万円

（*雇用基金事業（再掲））

・配置箇所　　２か所　　
障害者自立支援課
  FAX  026-234-2369
  E-mail  seikatsu-shien@pref.
　　　　　　nagano.jp

894万5千円

（*雇用基金事業（再掲））

・配置箇所　　３か所
障害者自立支援課
  FAX  026-234-2369
  E-mail  seikatsu-shien@pref.
　　　　　　nagano.jp

　離職を余儀なくされた障害者の再就職を支援する
ため、再チャレンジ支援ワーカーを障害者総合支援
センター等に配置します。

障害者再チャレンジ支援
事業費

　小規模特別養護老人ホーム等の創設及び増設に
対して助成します。

・実施主体　市町村
・補助率　　 定額

　（実施期間　H21～H23）

介護基盤緊急整備等臨時
特例基金事業費

授産製品販売等緊急対策
事業費

認知症コールセンター事業費

障害者自立支援対策臨時
特例基金事業費

　認知症高齢者や家族が安心して生活できる環境を
整備するため、認知症コールセンターを設置し電話
相談に応じるほか、研修会を開催します。

　障害者授産施設等の工賃アップを促進するため、
授産製品の販路開拓等を支援する販売促進員を障
害者総合支援センター等に配置します。

　福祉・介護人材の処遇改善への取組や、障害者
授産施設等の改修及び増築等に対して助成しま
す。

　１　福祉・介護人材処遇改善交付金
　　　　福祉・介護職員の賃金引上げ等に取り組む
　　　事業者へ交付

　２　障害者自立支援基盤整備事業
　　　　サービス実施に必要となる施設の改修及び
　　　増築等の基盤整備に助成

　　　・実施主体　社会福祉法人等
　　　・補助率　　 10/10

　（実施期間　H21～H23）

新
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事　業　名 予　算　額 事　　業　　内　　容

983万7千円

（*雇用基金事業（再掲））

福祉政策課
  FAX　026-235-7485
  E-mail  fukushi-seisaku
　　　　　　　@pref.nagano.jp

特別支援教育課
  FAX　026-235-7459
  E-mail　tokubetsu-shien
            　@pref.nagano.jp

安心こども基金事業費 4473万6千円

こども･家庭福祉課
  FAX  026-235-7390

6419万9千円

特別支援教育課
  FAX　026-235-7459
  E-mail　tokubetsu-shien
            @pref.nagano.jp

6451万円

高校教育課
  FAX　026-235-7488
  E-mail　koko@pref.nagano.jp

知的障害者等チャレンジ雇用
事業費

県立高等学校エコ改修・環境
整備事業費

　「長野地区特別支援学校再編整備計画」を円滑に
進めるため、知的障害の児童生徒数の増加や校舎
の老朽化などの課題に対応した施設整備を行い、
教育環境の向上を図ります。

・長野盲学校　　改修工事
・長野ろう学校　 地盤調査

　（*国補正予算対応分）

長野地区特別支援学校再編
整備事業費

　障害者の雇用機会の拡大を図るとともに、業務を
通して得られた経験を活かして一般企業への就職を
目指すため、県で知的障害者及び精神障害者を雇
用します。

・配置箇所　本庁や県立社会福祉施設、
　　　　　　　　特別支援学校など11か所
・雇用した障害者をサポートするチャレンジ雇用
　推進員を配置

　環境への負荷軽減と教育環境の充実を図るため、
省エネルギーに配慮した改修を行います。

・窓枠をアルミサッシに交換　10校
・省エネ型照明の導入　　　　10校

 ■子育てへの支援

  E-mail  kodomo-katei@pref.
　　　　　　nagano.jp

 ■教育の充実

　市町村が行う放課後児童クラブ室の整備に対して
助成するとともに、母子家庭の母の資格取得に対す
る支援を拡充します。
　
　１　放課後児童クラブ室の整備
　　・実施主体　須坂市
　　・補助率　2/3
　
　２　母子家庭の母の資格取得支援
　　　高等技能訓練促進費の支給額引き上げ及び
　　支給期間の延長

　（実施期間　H21～H23）

新
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事　業　名 予　算　額 事　　業　　内　　容

1407万8千円

特別支援教育課
  FAX　026-235-7459
  E-mail　tokubetsu-shien
            @pref.nagano.jp

1億1419万円

高校教育課
  FAX　026-235-7488
  E-mail　koko@pref.nagano.jp
特別支援教育課
  FAX　026-235-7459
  E-mail　tokubetsu-shien
            @pref.nagano.jp

1246万9千円

高校教育課
  FAX　026-235-7488
  E-mail　koko@pref.nagano.jp

公共施設耐震対策事業費 2億2051万1千円

施設課 債務負担行為

  FAX　026-235-7477 （　1億 787万3千円）

  E-mail　shisetsu@pref.nagano.jp

県営住宅建設事業費 1億6612万8千円

住宅課 債務負担行為

  FAX　026-235-7486 （　2億 8970万2千円）

  E-mail　jutaku@pref.nagano.jp

　大規模地震の発生に備え、倒壊の危険性が高いと
判明している全ての県立高校（耐震指標0.5未満）の
耐震改修を実施するとともに、県庁の耐震改修設計
に着手します。

・耐震改修設計　12棟（県立高校10棟、県庁舎２棟）
・耐震改修工事　10棟（県立高校10棟）

　狭小・老朽化した県営住宅の建替えを推進しま
す。

・新規着工　高瀬団地（池田町）
・実施設計　君石団地（塩尻市）
・基本計画　ふじやま団地（駒ヶ根市）

産業教育設備整備事業費

 ４　安全・安心
 ■耐震化の推進

　老朽化した施設の修繕や児童生徒の生活環境の
向上を図ります。

・屋根の塗装　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２校
・寄宿舎の共同利用部屋へのエアコンの設置 11校

　地上デジタル放送への完全移行に対応するため、
県立学校のアンテナ等の改修や教育用のデジタル
テレビの整備を行います。

・県立高等学校　　　　86校
・県立特別支援学校　18校

　（*国補正予算対応分）

　県立専門高校において、最新の知識を身につけ、
産業社会を支える人材を育成する環境を整備する
ため、実験・実習設備の充実を図ります。

・整備校　１校

　（*国補正予算対応分）

特別支援学校環境改善
事業費

県立学校地上デジタル放送化
対応整備事業費

 ■生活に密着した社会資本の整備

新
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事　業　名 予　算　額 事　　業　　内　　容

県営住宅改善事業費 2億1188万5千円

住宅課
  FAX　026-235-7486
  E-mail　jutaku@pref.nagano.jp

県営住宅等管理費 3628万2千円

住宅課
  FAX　026-235-7486
  E-mail　jutaku@pref.nagano.jp

公共事業費 107億5562万8千円

建設政策課
  FAX　026-235-7482
  E-mail kensetsu@pref.nagano.jp

森林政策課
  FAX　026-234-0330
  E-mail　rinsei@pref.nagano.jp

農地整備課 （内訳）
  FAX　026-233-4069
  E-mail　nochi@pref.nagano.jp

生活排水課
  FAX　026-235-7399
  E-mail　seikatsuhaisui@pref.nagano.jp

直轄事業負担金 67億435万2千円

建設政策課
　FAX 026-235-7482
　E-mail kensetsu@pref.nagano.jp

森林づくり推進課
  FAX　026-234-0330
  E-mail　shinrin@pref.nagano.jp 　（*国補正予算対応分）

　道路、河川の維持管理や、緊急輸送道路の整備
等を通じ、県民の安全・安心な暮らしを確保するた
め、公共事業費を追加します。

　清潔・安全で快適な生活環境を確保するため、県
営住宅の下水道接続整備及び耐震診断を行いま
す。

・下水道接続整備　４団地　61棟
・耐震診断　８タイプ（該当棟数　67棟）

　（*国補正予算対応分）

　地上デジタル放送への完全移行に対応するため、
県営住宅の共同受信施設等を改修します。

・実施箇所　17団地　74棟

　（*国補正予算対応分）

・国補正予算対応分　106億2062万8千円
・上高地公園線落石対策工事分　1億3500万円

　国が経済危機対策により実施する道路、河川及び
砂防事業等に係る負担金を追加します。

区　　分

建　　設 65億7783万3千円 276億1783万3千円

林    務 1億2651万9千円 5億8869万8千円

農    政 16億4301万5千円

67億435万2千円 298億4954万6千円

補　 正 　額 累　 　 　計

合　　計

区 分

建 設 94億9300万円 587億5445万9千円

林 務 8億1034万円 109億9122万1千円

農 政 4828万8千円 105億5030万4千円

環 境 4億 400万円 48億6269万8千円

合 計 107億5562万8千円 851億5868万2千円

補　 正 　額 累　 　 　計
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事　業　名 予　算　額 事　　業　　内　　容

北陸新幹線建設費負担金 32億1400万円

道路建設課
  FAX　026-235-7391
  E-mail　michiken@pref.nagano.jp

22億4000万円 　

道路建設課
  FAX　026-235-7391
　E-mail michiken@pref.nagano.jp

道路管理課
  FAX　026-235-7369
　E-mail michikanri@pref.nagano.jp

24億6100万円 　

道路管理課
  FAX　026-235-7369
　E-mail michikanri@pref.nagano.jp

2310万円 　

危機管理防災課
  FAX 026-233-4332
  E-mail bosai@pref.nagano.jp

消費生活安定向上事業費 5864万2千円

生活文化課消費生活室
  FAX　026-223-6771
  E-mail　shohi@pref.nagano.jp

　豪雪地帯の安全安心な暮らしを確保するため、除
雪用機械の整備等に対して助成します。

・事業主体　小谷村、野沢温泉村
・補助率　 　1/2以内

　消費生活の安定と向上を図るため、市町村が実施
する消費生活相談体制の機能強化等に必要な経費
を助成します。

・事業主体　47市町村
・補助率　　 10/10

 ■生活の安全・安心の確保

安全安心な雪国創造事業
補助金

緊急輸送路整備事業費
(公共　再掲）

橋梁等長寿命化修繕事業費
(公共　再掲）

　県内の北陸新幹線建設事業費が増額されたた
め、負担金を増加します。

　（*国補正予算対応分）

　大規模地震の発生に備え、緊急輸送道路の防災
対策及び改良を重点的に実施します。

・道路改築
・道路災害防除

　（*国補正予算対応分）

　橋梁等の修繕工事を追加して実施し、社会基盤施
設の長寿命化を図ります。

・橋梁補修
・道路舗装補修

　（*国補正予算対応分）
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事　業　名 予　算　額 事　　業　　内　　容

利用者にやさしい駅舎の整備 2000万円 
事業補助金

交通政策課
 FAX 026-235-7396
 E-mail kotsu@pref.nagano.jp

1083万8千円 

交通政策課
 FAX 026-235-7396
 E-mail kotsu@pref.nagano.jp

3億1695万3千円 　

・無線通信装置更新　２系統５か所

消防課
  FAX 026-233-4332
  E-mail shobo@pref.nagano.jp

301億218万円 

 ■国補正予算に関連した基金の積み立て

　災害時に安定した通信手段を確保するため、老朽
化した無線通信装置を更新します。防災行政無線設備更新

事業費

　１日当たりの乗降客5,000人以上のすべての駅の
バリアフリー化を実現するため、鉄道事業者が行う駅
舎のバリアフリー設備整備に助成します。

・実施箇所　長野駅（東日本旅客鉄道㈱）
　　　　　　　　須坂駅（長野電鉄㈱）
・補助対象  エレベーター設置

　（*国補正予算対応分）

　複数市町村にまたがる広域的・幹線的なバス路線
の維持・存続を図るため、乗合バス事業者の低床バ
スの導入に助成します。

　（*国補正予算対応分）

国補正予算に関連した基金
の積み立て

　国補正予算に対応して、雇用創出や介護・福祉、
林業再生などの事業を行うために、基金を積み立
て、事業を実施します。

地方バス運行対策費補助金
（車両購入費）

基金名 基金積立額

介護職員処遇改善等臨時特例
基金　（H21～H23）

94億円

介護基盤緊急整備等臨時特例
基金　（H21～H23）

36億5200万円

障害者自立支援対策臨時特例
基金　（H21～H23）

30億7118万円

安心こども基金
（H21～H23）

20億8900万円

自殺対策緊急強化基金
（H21～H23）

2億1000万円

緊急雇用創出基金
（H20～H23）

73億8000万円

森林整備加速化・林業再生
基金　（H21～H23）

43億円

合　　計 301億218万円
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事　業　名 予　算　額 事　　業　　内　　容

新型インフルエンザ対策 1億7112万4千円
推進事業費

健康づくり支援課
  FAX　026-235-7170
  E-mail　kenko@pref.nagano.jp

県営産業団地整備促進 1億5549万4千円
事業費

経営支援課
  FAX　026-235-7496
  E-mail　keieishien@pref.nagano.jp

民間との協働による山岳環境 332万7千円
保全事業補助金

自然保護課
  FAX　026-235-7498
  E-mail　shizenhogo@pref.nagano.jp

　企業の工場建設に対応するため、県営富士見高
原産業団地を分譲します。

・譲渡先     ユウキ食品工業株式会社
・譲渡面積　4,830.44㎡

　アサヒビール（株）からの寄付金を活用し、県内の
自然公園内における登山道整備などに対して助成
します。

・事業主体　市町村等
・補助率　　 10/10

　新型インフルエンザの国内発生を受け、地域の医
療体制整備を促進するとともに、今後の第二波に備
え、ウイルス検査体制の整備と抗インフルエンザウイ
ルス薬の追加備蓄の前倒しを実施します。

・外来医療に必要な感染防護具　３万セット
　　マスク、ガウン、フェイスシールド　等
・遺伝子塩基配列解読装置　１台
・タミフル　74,000人分

《その他》

新
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